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令和４年台風第１５号豪雨災害に関する意見書 

令和４年台風第１５号による９月２３日から降り続いた雨は、市内で記録的な雨量とな

り、一雲済川、上野部川、敷地川、今ノ浦川など堤防の決壊や川の氾濫が起き、広い範囲

で床上・床下浸水、土砂災害など甚大な被害が発生した。また、民間事業所や農作物等も

被災し、地域経済にも大きな影響を及ぼしている。 

これまでの新型コロナウイルス感染症の長期化や、ウクライナ情勢等による原油価格や

物価高騰の影響もあることから、地域経済の立て直しを図るためには膨大な経費と労力が

必要となる。 

また、今後も集中豪雨の発生が懸念されることから、同様の災害の発生を繰り返さない

ために、安全・安心の確保に向けた防災対策を強力に推進する必要がある。被災者が１日

も早く安全・安心な生活を取り戻し、被災箇所の早期復旧・復興を実現するために、国に

よる強力な支援が必要である。よって、国においては、次の事項について措置されるよう

強く要望する。 



記 

１ 災害に係る特別交付税をはじめとした地方財政措置の早期実施 

２ 大規模災害における国を中心とした、県、市町との救援・復旧体制の確立 

３ 水災害に対する、被害の評価判定や支援制度の見直し 

４ 事業者や企業の早期復旧・復興に向けた支援制度の創設 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


